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はじめに 

 社会保障と税番号（個人番号、以下、本資料では『マイナ
ンバー』という。）の導入まで１年をきり、国・自治体・関
連団体・事業者の準備が活発に進んでおります。 

 一方で、番号制度そのもの、取扱い方法等についての周知
は十分行われておらず、当協会にも対応等についての問い合
わせが日々増えております。特に、日本年金機構の個人情報
の漏えい事故以降、マイナンバーに関するセキュリティ対策
の問い合わせも増えています。 

 本日は、事業者の身の丈に合った対応策について、当協会
の啓発している内容を中心にご説明させて頂きます。 
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個人番号に関する事業者の認知状況 

 当協会では、2015年4月から6月にかけて、日本商工会議所と共催で、
全国9カ所で「企業におけるマイナンバー制度実務対応セミナー」を開
催。（参加者3041名） 

 参加者に対して行ったマイナンバー対応状況についてのアンケート結
果を取りまとめ公開（回答者2213名） 

 特徴 

 準備をしている（又は計画している）事業者は約3割 

 従業員数が300人以下の事業者は、半数以上が計画もできていない。 

 東京会場への参加者と、それ以外の会場への参加者を比較すると、東京会
場参加事業者は、約4割が準備している（又は計画している）と回答してい
るのに対し、それ以外では、約3割である。 

• 東京以外では情報が少ないことから、地方の商工会議所、商工会などの講演要請
に対して、積極的に対応を実施中。 

 当協会の活動（現在） 
 団体、企業からの啓発セミナー 

における登壇対応 

 雑誌等への寄稿 

 取材の対応 等 
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政府の対応状況 

 平成27年4月10日、日本商工会議所が『マイナンバー制度に係る事業
者への周知徹底等関する要望』を提言 
 事業規模が異なる事業者に対して、規模別の対応例をビジュアル化したわかりやす

い資料で周知すること。 

 特定個人情報の方法について、直罰・両罰規定が適用され得る範囲をわかりやすく
明示し、事業者の過度な不安感払しょくに努めること。 

 各行政機関を通じた十分かつ多様な相談体制を確保すること。 

 マイナンバーを利用する行政手続きに 
係る税・社会保険関係機関からの 
周知・広報を前倒し、幅広に行うこと。 

 事業者のシステム等で一定以上の負担 
が生じる場合の経済的支援措置を 
検討すること。 
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事業者へ伝えている項目 

 個人番号はどのような制度か。 

 

 事業者は、どのような対策をしなくてはならないのか。 

 

 事業者の身の丈に合わせた対策を考える 

 

 委託の扱いには気を付ける 

 

 記録を取ることが重要 

 

 Q&Aの紹介 

4 
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個人番号はどのような制度か？ 

5 
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どのような制度ができたのか 

 「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律」（平成25年度法律第27号；本資料で
は、以下「番号法」）が成立。 

従来の個人情報保護法の特別法として、位置づけ 

• ５０００件以上という枠はない。 

• マイナンバーの管理については、個人情報保護法の規定の対応
が必要になる。 

利用目的を限定 
• 社員番号などに利用してはいけない。 

• 目的外利用等は直罰（最高「4年以下の懲役・200万円以下の罰金（併
科あり）） 

 併せて、法人番号も発番 

平成28年1月以降の申告書等で使用する。 

利用目的は限定されていない。 
• 社内の取引先の管理コードなどに利用できる。 

6 
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個人番号と法人番号の要点 
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個人番号 法人番号 

誰が付番するのか 市町村長が指定し、通知する。 国税庁長官が指定し、通知する。 

いつ付番するのか 

住民登録時 
（平成27年度は10月に、通
知カードを世帯主宛に簡易書

留で発送予定） 

法人登記時 
（平成27年度は10月に、国税
庁長官から指定通知予定） 

どのような番号か 

①住民票を有する者全てにユ
ニークに付番。 
②生涯変わらない。 
③12ケタの番号 

①法人登記時にユニークに付番 
 （支店、事業所等は除く） 
②会社が存続する限り変更無し 
③13ケタの番号 

利用目的は何か 

・社会保障と税、災害対策のみに
使える。 
・それ以外の目的では利用できな
い。（罰則アリ） 

・納税・申告書等に記載する 
・特に目的の限定はない。（罰則
なし） 

いつから使用するの
か 

・平成28年1月1日以降の支
払調書、雇用保険関係から 

・平成28年1月１日以降の申告、
届出関係から 

事業者の対応 

①全従業員、及びその扶養家族、
株主、個人事業主等の番号を本人
確認の上、取得する。 
②取得した個人番号は、安全に管
理する。 

①自社の番号は通知を待つ。 
②取引先には聞く（連絡をもらう
等） 
③国税庁のホームページで調べる。 
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事業者は個人番号関係事務を実施 

 個人番号を取り扱う事務は、番号法で「個人番号利用事務」と 

 「個人番号関係事務」に区分される。 
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種類 定義 事例 

個人番号利用事務 

●その事務処理に個人番号を利
用するもののうち、番号法
（番号法別表１）、及び自治
体の条例で定められるもの 

●その実施を行う者を「個人番
号利用事務実施者」という。 

●市町村で予防接種を実施する 
（予防法第5条は番号法別表１で規定） 
→予防接種の委託をうけた医療法人は、
個人番号利用事務を行う。 

（医療法人は、個人番号利用事務実施
者となる。） 

個人番号関係事務 

●国の行政機関等が行う個人番
号利用事務の処理に関して、
法律・条令の規定に基づき他
人の個人番号を記載した書面
の提出等を行う事務 

●その実施を行う者を「個人番
号関係事務実施者」という。 

 

●従業員への所得税の課税には、所得税
法の規定により源泉徴収が実施される。 
→源泉徴収義務者となる当該事業者
（事業主）は、個人番号関係事務を
行う個人番号関係事務実施者となる。 

→その委託を受ける事業者があれば、
同様に個人番号関係事務実施者とな
る。 
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どのようなことを目指した制度なのか 

 個人番号の導入によって、以下を実現 

公平・公正な社会の実現 

• 所得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくする等 

行政の効率化 

国民の利便性の向上 

• 添付書類の削減など、行政手続が簡素化され、国民の負担が軽
減等 

（例） 

 ○児童手当の新規認定に際し、課税証明の提出をなくす。 

 ○ばらばらに申請している「出生届、健康保険の加入、家族に 

 給付される乳幼児医療費助成、児童手当金、出産育児一時金、 

 出産手当金、育児休業給付金、高額医療費」を一括で申請でき 

 るようにする。 

 ○死亡届、年金受給停止届、介護保険資格喪失届、住民票の抹 

 消届、世帯主の変更届、遺言書の検認等を一括で対応できる 

 ようにする。 
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誰の個人番号を取得する必要があるのか 

 事業者は従業員等の個人番号を税務申告、届出、社会保険
関係の書類等に記載する義務を負っています。（番号法9条
3項） 

 対象者 

• 従業員とその扶養家族（パート、アルバイトを含） 

– 雇用契約の締結時点で番号の提供を求めることができる。 

– 短期であっても、源泉徴収票を出すものは全て対象である。 

• 株主・出資者等 

– 親会社が子会社の従業員にストックオプションを付与する場合 

– 持ち株会に従業員等が入会する場合等も含 

• 取引先（不動産の貸主、外部人材など） 

– 支払の確定した日の属する年の翌年1月31日に必要 

– 報酬、料金、契約及び賞金の支払調書など 

– 契約提携時点で番号の提供を求めることができる。 

 なお、派遣社員の場合は、派遣会社で税・社会保障の処理を行う場
合、取得は不要です。 

10 
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いつから個人番号を法定調書に記載するのか 

税務関係 

源泉徴収票など 
• 平成28年分給与所得者扶養控除等（異動）申告書 

• 従たる給与についての扶養控除等（異動）申告書 

• 給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書 

• 退職所得の受給に関する申告書 

• 公的年金等の受給者の扶養親族等の申告書 

• 平成28年１月1日以降の支払いに係る給与所得の源泉徴収票 

• 取引先（個人との取引）、株主など 

雇用保険関係 
 平成28年の届出から 

健康保険関係 
 平成29年の届出から 

• なお、国民健康保険組合については、平成28年１月１日～各種届出書等に記載 

• 既存の従業員・被扶養者分の個人番号について、平成28年１月以降いずれかの時
期に、健康保険組合・ハローワークに報告することとなる予定。 

 （参考URL：http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf） 11 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000072508.pdf
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様式の例 

12 

※国税庁ホームページで、各様式を確認しましょう！ 
 http://www.nta.go.jp/mynumberinfo/pdf/mynumber_modification.pdf 
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【参考】個人番号を記載するもの（国税庁） 
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区分 種類 

確定申告書（所得、
法人、贈与、消費、
相続） 

平成28年分給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 

平成28年分給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の 
配偶者特別控除申告書 

平成28年分従たる給与についての扶養控除等（異動）申告書 

平成28年分公的年金等の扶養親族等申告書 

退職所得の受給に関する申告書 

法定調書 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表 

給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票 

報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書 

不動産の使用料等の支払調書 

不動産の売買又は貸付のあっせん手数料の支払調書 

配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書 

生命保険契約時の一時金の支払調書 
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【参考】個人番号を記載するもの（国税庁） 
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区分 種類 

法定調書（続き） 生命保険契約等の年金の支払調書 

先物取引に関する支払調書 

特定口座年間取引報告書 

申請書・届出書 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 

法人設立届出書、法人異動届出書 

個人事業の開業、廃業等届出書 

青色事業専従者給与に関する届出書 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 

退職所得の受給に関する申告書 

消費税課税事業者届出書 

納付書 一般、給与、報酬、配当 
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【参考】個人番号を記載するものは何か（国税庁以外） 
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区分 種類 

都道府県・市町村 法人都民税申告書 

法人付県民税申告書 

法人市民税申告書 

市町村 償却資産申告書 

特別徴収に係る給与所得の異動届出書 

労働基準監督署、
社会保険事務所、
公共職業安定所 

労働保険加入手続き関係書類 

社会保険加入手続き関係書類、資格取得届出書、算定基礎届、変更届 

雇用保険加入手続き関係書類 

都道府県庁 建設業許可手続き関係書類 
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事業者は、どのような対策をし
なくてはならないのか。 

16 
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個人番号は10月に世帯主へ通知 

 10月より（簡易書留で）通知カードを世帯主へ発送される
予定。 
 通知カードは、住民票を置いている住所へ送付。 

 送付される簡易書留には、世帯全員分の通知カードを封入。 

 個人番号を取得しなくてはならないので従業員等へ「紛失しない」、「誤って捨て 
ない」ように周知する。 

 

 

 

 

17 

政府が公開している通知カードのイメージ 
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政府ガイドライン 

 政府では、 「特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン（事
業者編）」（後述、以下「ガイドライン」）を策定。 
 個人情報保護法の規制がかかるため、安全管理措置は「経済産業分野における個人

情報保護ガイドライン」がベースになっている。（JIPDEC分析） 

 「しなければならない」、 
「してはならない」は 
対応必須。 

 「望ましい」は可能な 
限り対応を推奨。 

 「特定個人情報」とは 
「マイナンバー＋個人情報」に 
なっているものを言う。 

18 
（参考URL） http://www.cao.go.jp/bangouseido/ppc/guideline/pdf/261211guideline2.pdf 
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事業者は規約等の整備が必要 

 政府ガイドラインで求められている規定類 

 特定個人情報の保護方針を示す書類 

 特定個人情報管理についての規定 

 本人確認の手順の規定 

 特定個人情報の管理簿 

 

 上記に付随して作成が必要になるもの 

 特定個人情報取扱いの同意書・誓約書など 

 就業規則等の変更 

 雇用契約書の変更 

 業務フローなど 

19 
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中小規模事業者の特例的対応 

 「ガイドライン」では、「中小規模事業者」の特例的対応を記載 
 「中小規模事業者」とは、原則として、従業員の数が100人以下の事業者で、事務で

取り扱うマイナンバーの数量が少なく、また特定個人情報等を取り扱う従業者が限定
的である等の事業者 

• 特定個人情報等の取扱い等を明確化する。 

• 事務取扱担当者が変更となった場合、確実な引継ぎを行い、責任ある立場の者が確認する。 

• 事務取扱担当者が複数いる場合、責任者と事務取扱担当者を区分することが望ましい。 

• 特定個人情報等の取扱状況の分かる記録を保存する。 

• 情報漏えい等の事案の発生等に備え、従業者から責任ある立場の者に対する報告連絡体制等
をあらかじめ確認しておく。 

• 責任ある立場の者が、特定個人情報等の取扱状況について、定期的に点検を行う。 

• 特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち出す場合、パスワードの設定、封筒
に封入し鞄に入れて搬送する等、紛失・盗難等を防ぐための安全な方策を講ずる。 

• 特定個人情報等を削除・廃棄したことを、責任ある立場の者が確認する。 

• 特定個人情報等を取り扱う機器を特定し、その機器を取り扱う事務取扱担当者を限定するこ
とが望ましい。 

• 機器に標準装備されているユーザー制御機能（ユーザーアカウント制御）により、情報シス
テムを取り扱う事務取扱担当者を限定することが望ましい。 

 

 

 

20 
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従業員やその家族、株主等へ利用目的を伝える。 

 マイナンバーは税・社会保障・災害対策以外の利用は厳しく禁じられて
います。 

 法定調書へ記載する必要がある人（従業員とその扶養家族、パート、ア
ルバイト、株主等）へ、事前に利用目的を知らせることが必要です。 

 知らせる方法として、以下の方法などがあります。 

 雇用契約への記載 

 社内掲示板への記載 

 社内研修 など 

21 

従業員に関す
る個人番号関
係事務 

給与所得・退職所得の源泉徴収票作
成事務 
雇用保険届出事務 

健康保険・厚生年金保険届出事務 

従業員以外の
個人番号関係
事務 

報酬等の支払調書作成事務 

配当、剰余金の分配及び基金利息の
支払調書作成事務 
不動産の使用料等の支払調書作成事
務 

●当社では、番号法に基づき、以下の範囲で、従業員および扶養家族、
パート、アルバイトの方々の個人番号を利用します。 
●平成27年10月以降に、自宅に世帯主宛に送られる通知カードを 
○○までお持ちください。個人番号を転記の上、返却します。 

社内掲示のイメージ 
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利用目的通知時のポイント 

 事業者が作成する法定調書ばかりでなく、従業員等が作成する法定調書
（年末調整、扶養控除異動申告書、児童手当など）も利用する旨も通知
することを推奨。 

22 

分野 対象者 利用目的の通知項目例 

税務 従業員等 源泉徴収票の作成 

扶養控除等（異動）申告書、保険料控除申告書兼給与所得者の配偶
者特別控除申告書の作成 

退職所得に関する申告書作成 

財産形成住宅貯蓄・財産形成年金貯蓄に関する申告書、届出書、申
込書の作成 

従業員の扶養家族等 源泉徴収票の作成 

扶養控除等（異動）申告書、保険料控除申告書兼給与所得者の配偶
者特別控除申告書の作成 

社会保険 従業員等 厚生年金保険届出事務、厚生年金保険申請・請求事務【健康保険】 

労災保険届出事務、労災保険申請・請求事務、労災保険証明書作成
事務【雇用保険】 

第3号被保険者等 健康保険・厚生年金保険作成事務【健康保険】 
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何をしなくてはならないのか 

23 

管理区域を明確に作る 
・入退室管理 
・機器持ち込みの禁止等 

取扱区域を明確に作る 
・機器等の盗難防止 
・間仕切りなど工夫等 

事務取扱担当者を決める 

本人確認手順 
（直接、郵送等） 

会計事務所、社労士など 

委託 

従業員（家族含）、株主など 

不要になった個人番号
（特定個人情報）は速や
かに消去・廃棄し、記録
を取る。 
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マイナンバーの取扱いにおいてのポイント 

本人確認の上、マイナンバーを取得する。 

 

マイナンバーを保管する場所と、取り扱う場所を
しっかり分ける。 

 

委託する場合は、マイナンバーがしっかり管理で
きることを確認する。 

 

不要になったマイナンバー（例：法定保存期限が
過ぎた帳票など）は速やかに消去・廃棄する。 

24 
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個人番号の取得の仕方（本人確認） 

 個人番号の取得は、以下の方法で行う。 
 社員（パート・アルバイトを含）に、「通知カード」を持参するように連絡し、通

知カードに記載されている「個人番号」を取得する。 

 代理人による対応も可能。 

• 代理人は、委任状、本人の身元を確認する書類（学生証又は法人若しくは官公署が発行した
身分証明書若しくは資格証明書）を持参する必要がある。 

– 法定代理人の場合は、戸籍謄本が必要。 

 間違って、他人の番号を取得しないように気を付ける。 

25 

運転免許証などの身分
証明書を使い、氏名・
住所などを確認し、
「本人の個人番号であ
る」ことを確認してか
ら、転記 

※確認につかえる書類例 
個人番号が印字された住民票、
運転免許証、運転経歴証明書、
パスポート、身体障害者手帳、
精神障害者保健福祉手帳、療育
手帳、在留カード、特別永住者
証明書、写真付きの学生証や資
格証など 

取得の記録を取って
おく。 
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相対以外のマイナンバーの取得 

 相対で取得が難しい場合（株主、遠方の社員等）以下の方
法で対応することも認められている。 

 郵送等による対応 

• 通知カードの写し、本人であることを確認する書類の写しを送付するこ
とで取得可能。 

– 郵送には、書留など配達記録郵便の利用を推奨。 

• 本人であることを確認する書類の写しは、確認が終わったら、速やかに
シュレッダー等で廃棄する。 

 画像送信による対応 

• 通知カードの画像、本人であることを確認する書類の画像を、電子メー
ルで送付することで、取得可能。 

– 送信時に、メールアドレスを間違えないように注意。 

• 本人であることを確認する書類の写しは、確認が終わったら、速やかに削除。 

 

 

26 
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【参考】本人確認の具体的な方法（１） 

 法定調書の種類によって、本人確認を行う当事者の立場が変わること
が考えられるため、社内で検討した上で、規定を作成することを推奨
。 

27 

パターン 事例 備考 

１ 事業者が行政機関等
に提出する書面に、
従業員等の個人番号
を記載する必要があ
る。 

健康保険・
厚生年金の
被保険者取
得届など 

２ 事業者が行政機関等
に提出する前に、従
業員等の配偶者等の
個人番号を記載する
必要がある。 

国民年金第
３号被保険
関係届など 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

従業員 会社 役所等 

本人確認 
個人番号関係
事務実施者と
して提出 

会社 役所等 

個人番号関係
事務実施者と
して提出 

配偶者等 従業員 

本人確認 

配偶者等の「代理人」として従業員から取得 

会社から「委託」を受けた従業員（会社は監督義務を負う）
から取得 

会社 役所等 
配偶者等 従業員 

個人番号関係
事務実施者と
して提出 

本人確認 

従業員が代理人として提供する場合は以下も必要 
・委任状 
・代理人の個人番号カード、免許証 
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【参考】本人確認の具体的な方法（２） 

28 

パターン 事例 備考 

３ 従業員等が事業者を通
じて行政機関に提出す
る書面に、扶養家族等
の個人番号を記載する
必要がある。 

給与所得者の
扶養控除等
（異動）申告
書など 

４ 従業員等が事業者を通
じて行政機関に提出す
る書面に、個人番号を
記載する必要がある。 

高額療養費支
給申請書など 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

会社 役所等 
配偶者等 従業員 

個人番号関係
事務実施者と
して提出 

本人確認 

個人番号
関係事務
実施者と
して提出 

従業員 会社 役所等 

本人確認 

従業員等の「代理人」として提出 

従業員等の書面を入れた封書を受取り、開封せずに提出 

従業員 会社 役所等 

行政機関等からの当該書類の受領の委託を受けて提出 

従業員 会社 役所等 

本人確認 

従業員が個人番号関係事務実施者として提出 

※本人確認手順について、社内ルールできちんと定めておく必要がある。 
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安全管理措置について 

 個人番号は住民票を有する全ての者にユニークにふられる番号である
ため、悪用や漏えい等による、個人の権利利益の侵害を招きかねない
ため、個人情報保護法より厳格な保護措置が求められている。 

29 

方法 内容 

保護 特定個人情報の利用制
限 

①利用範囲の制限（番号法第9条） 
②例外的に利用できる範囲の制限（同第29、32条） 
③特定個人情報ファイルの作成の制限（同29条） 

特定個人情報の安全管
理措置 

①安全管理措置（番号法第12、33条） 
②委託の取扱い、委託先の監督（同第10、11条） 

特定個人情報の提供制
限等 

①特定個人情報の提供の制限（番号法19条） 
②個人番号の提供の要求の制限（同第15条） 
③特定個人情報の収集・保管の制限（同第20条） 
④本人確認（同第16条） 

特定個人情報保護委員会による
監視・監督 

①特定個人情報の取扱いに関する指導及び助言（番
号法第50条） 
②勧告及び命令（同第51条） 
③報告または資料の提出を求めること、立ち入り検
査（同52条） 

罰則の強化 ①直罰規定・両罰規定の新設（次ページ参照） 
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安全管理措置の例 

 ガイドラインにおいて、重視されているのは、アクセス制御や記録で
ある。システム化が進んでいる事業者における物理的安全管理措置の
例を以下に示す。 

30 

管理区域 
・入退室管理 
・機器の持ちこ
み禁止等 

取り扱い区域 
・電子媒体等の外部からの持
ち込み禁止等 
・のぞき見防止（間仕切り、
フィルター等） 
・追跡可能な移送手段等 

記録 

取扱い担当者 

従業員 

取扱い担当者 
（とりまとめ等） 

本人確認 

記録 

●法定期限等が過ぎた書類や
データを速やかに破棄 
●退職者の特定個人情報ファ
イルを速やかに破棄 
（委託先が実施した場合は、
その証明等を受理） 

番号確認書類の 
写し等の送付 
（ID、パスワード 
による送信） 
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事業者の身の丈に合わせた対策
を考える 

31 
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個人番号の保管 

 個人番号は、税や社会保障でのみ取り扱うものです。 

 源泉徴収票や社会保険などの取扱いにしか使えません。 

 その取扱いを行う人にしか教えてはいけません。 

 社員（パート、アルバイトを含）を預かったら、しっかり管理して
おくことが必要です。 

32 

社員 
パート 

アルバイト 

経理や総務など 
給与・保険の 

事務処理を行う方 

個人番号 

施錠できるところに 
しっかり保管 

鍵がかかる引き出し 

鍵がかかる棚や書庫 

金庫 
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個人番号の利用（１） 

 （シーン１）法定用紙に記載する。 

 施錠された場所に保管している個人番号等が転記されたリストなど
を取り出します。 

 法定調書に個人番号を記載します。 

 記載が終わったら、個人番号等が転記されたものと、上記リストな
どと共に施錠できる場所に保管します。 

33 

転記したら、速やかに保管 
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個人番号の利用（２） 

34 

 （シーン２）パソコンソフト等を使って、入力し、プリン
トアウトする。 

 使用するパソコンは、ログインID・パスワードで他の人が勝手に使
えないように管理します。 

• 共用のパソコンを使う場合、個人番号を扱うアプリケーション（Excel
などの表計算ソフト、給与計算ソフト、財務ソフトなど）を、他の人が
勝手に使えないように保護します。 

 個人番号を取り扱うアプリケーションを立ち上げたまま、長時間、
席を離れないように気を付けます。 

 プリントアウトを行ったら、速やかに出力した帳票を保管します。 

• プリントアウトなど作業が終わったら、速やかにアプリケーションを終
了します。 

パソコンはログインID・パ
スワードで保護 
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ここが利用のポイント 

 インターネットに接続できるパソコンを利用する場合は、
ウィルス対策ソフトを利用し、常に最新の状態にしましょ
う。 

 情報システム（LANなど）を利用している場合は、この利
用の処理に関するアクセス権限を、事務取扱担当者・部門
長・責任者に限定しましょう。 

 執務記録（個人番号の処理を何月何日何時頃行ったかの記
録）を残しましょう。 

 

35 

執務記録を取りましょう ウィルス対策をしましょう 
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個人番号の保管・管理 

 個人番号は、社会保障と税の処理にのみ利用する番号なの
で施錠できる場所にしっかり保管します。 

 取得した時のリストや、デジタルデータの場合、それを保管した
USBメモリー等の電磁メディア、出力した帳票類など、施錠できる
場所に保管します。 

36 

個人番号を記載したリスト データを保管した 
電磁メディア 

個人番号を記載した 
帳票類 

鍵がかかる引き出し 鍵がかかる棚や書庫 金庫 
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個人番号を記載した書類の提出 

 税務署や社会保険事務所等へ個人番号が記載された書類を
提出する際には、下記の点に注意しましょう。 

 紛失しないように注意しましょう。 

 税務署、社会保険事務所に提出した記録を残しましょう。 

 郵送の場合、配達記録付郵便を利用しましょう。 

 

37 
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個人番号の消去・廃棄 

 源泉徴収票・社会保険の届出等の控えは、法律で指定された期限まで
、施錠できる場所で保管します。 

 法律で指定された期限がきたら、速やかに消去・廃棄します。 

 消去・廃棄の記録を必ず取ります。 

38 

復元できないくらい細かく 
裁断できるシュレッダーを

使って記録を取る。 

紙やメディアごと溶解処理
をし、マニュフェストを保
管する。 
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委託の扱いには気を付ける 

39 
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番号法における委託 

 個人番号を利用する事務（利用事務、関係事務）の委託を受けた事業
者は、委託者自らが果たすべき安全管理措置と同様の措置が講じられ
ることが求められる。 

 また、委託を行う者は、委託を受ける者を適切に監督しなくてはなら
ない。 

 再委託を行う場合、委託を行う者の許可を得て実施することができる
が、安全管理措置、適切な監督の責務を負う。 

40 

事業者 
委託先 
（例） 
・人事・給与事務 
・経理処理 
・データ保管など 

直接的監
督義務 

直接的監
督義務 

間接的監督義務 

委託先 
（例） 
・人事・給与事務 
・経理処理 
・データ保管など 
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政府ガイドラインの記載 

契約内容として、秘密保持義務、事業所内からの
特定個人情報の持出しの禁止、特定個人情報の目
的外利用の禁止、再委託における条件、漏えい事
案等が発生した場合の委託先の責任、委託契約終
了後の特定個人情報の返却又は廃棄、従業者に対
する監督・教育、契約内容の遵守状況について報
告を求める規定等を盛り込まなければならない。 
（政府ガイドライン P20） 

41 
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委託先に対する措置の例 

 委託先の適切な選定 

 （選定規定の作成）当社のセキュリティ・ポリシーと同等以上か、
以下の点を確認する。 

• 規定、体制、人的安全管理措置、従業者の役割・責任の明確化、組織的
安全管理措置の周知・教育、技術的安全管理措置の確認、利用者の認証
・許可・監査及び監査証跡の記録 

• 上記の要件は既存の認証で代替できる。 

 委託先における安全管理措置を遵守させるために必要な契
約の締結 

 上記を盛り込んだ契約の締結 

• 但し、年度で契約をすでに結んでいる場合、特定個人情報に関する項目
を覚書で交わす、誓約書の提出を求める方法などもある。 

 委託先における特定個人情報の取扱状況の把握 

 契約書に以下の点を追加する。 

• 定期的な報告を受ける（書面で提出など） 

• 必要に応じ、現地監査を行う 

 
42 
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クラウドの場合の注意点 

 クラウド事業者を選択する際に、適切なガバナンスを有する事業者を
選択すると共に、合意事項として、責任分界点等を取り決めておく必
要有。 

43 

プライベート 
クラウド 

自社内の処理 

委託先の処理 

Virtual Private Network
（バーチャル プライベート 
ネットワーク）による接続 

クラウド事業者に求められる要件 
・ポリシー等の開示 
・外部監査を受けている証明
（JISQ15001、ISO/IEC27001など）
等 

委託する事業者は、引き続き、
個人情報保護の義務を負って
いる。 
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記録を取ることが重要 
 

44 
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最も気を付けないといけない点 

 個人番号利用事務実施者（国、自治体等）、個人番号関係
事務実施者（事業者）において、最も気を遣わなくてはい
けない点は。。。 

45 

記録を取ること 
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記録を取るタイミング 

 運用記録等は、特定個人情報の事故の原因究明や、訴訟等
において、客観的な証拠としても大変重要です。 

 「故意ではなかった」、「安全管理措置に問題はなかった」ことを
示すために必要。 

 政府ガイドラインにおいても、「組織的安全管理措置」の中で、運
用記録を残すことを重要視 

 記録を残すタイミング 

• 個人番号を取得する段階（例：本人確認記録など） 

• 個人番号を利用する段階（例：処理記録、ログインや入出力のシステム
ログ、入退室記録など） 

• 個人番号を保存する段階（例：処理記録、システムログ、入退室記録な
ど） 

• 個人番号を提供するする段階（例：持ち出し記録、送信記録、配達記録
など） 

• 個人番号を削除・廃棄する段階（例：処理記録、 
裁断記録、マニュフェストなど） 

46 
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業務の平準化を図ることを推奨 

 業務フローを検討・作成し、個人番号を取り扱う業務がきち
んと運用されるようにすることが必要。 

 個人番号の取扱いを通じて、事故等が発生しないようにBPR（
Business Process Re-engineering）を行うことが望ましい。 

• 自治体における特定個人情報保護評価も同じ観点で実施されている。 

 

 業務フローの検討・作成で考慮するポイント 

 標準的な業務にすること 

• 誰がやっても、質が同じになること 

• 効率的な作業になること 

 進捗管理が可視化できること 

 

47 
（出典：http://www.intanavi.jp/） 

①ミスが起こりやすい手順の洗い出しに
より事前防止に役立つ。 
②何か起きた場合のトレーサビリティに
役立つ。 

http://www.intanavi.jp/
http://www.intanavi.jp/
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対策として考えられるもの 
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対応策 メリット デメリット 

１ プライバシーマークを取得
する。 

“既にプライバシーマーク
を取得している情報保有機
関については、情報保護評
価書にその旨を記述するこ
とで、個人情報保護に対し
て適切な体制を採っている
ことを宣言することができ
る”と記載（平成25年度政
府「中間整理」他）があり、
当該認証によって、特定個
人情報を含む安全管理措置
が十分であることが対外的
に明示できる。 

●時間を有する。 
●費用がかかる。 
●法人格を持ってい
ることが必要である。 

２ 特定個人情報を取り扱う部
署を新設し、その部署にお
いてISMSを取得する。 

３ 自己宣言（自治体の評価書
などを活用してチェックす
る等） 

●自社のペースで準備がで
きる。 
●費用も少ない。 
●法人格を持っていなくて
もできる。 

●事故があった場合
に十分な説明ができ
るかどうか 

４ しっかり管理できる事業者
へ委託する。 

●本人確認、安全管理措置
の全て、または一部のリス
クを転嫁できる。 

●『しっかり管理で
きる』宣言ができる
委託先が必要。 
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よくある質問 

49 
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セミナーで受ける質問と回答① 
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質問 回答例 
マイナンバーをシステムで管理することに
なった場合、個人情報のため管理運用のレベ
ルを引き上げる必要があるのか。 

一生変わらない識別番号が個人番号であり、
機微情報と同じくらい気を使って取り扱うこ
とを推奨している。 

個人番号、法人番号が誤って申告された場合
のチェック機関はあるのか、また誤って申告
した場合の企業側の罰則はあるのか。 

無い。誤った番号が記載されている旨、連絡
がきたら速やかに再提出する。 

個人番号の情報の漏えいが明らかになった場
合、何をすればよいのか。 

事業者から漏えいした事が考えれる場合は、
速やかに第三者委員会・監督官庁へ報告する。
漏えい等の事故の場合は、警察等の（番号法
違反容疑等で）捜査も発生する可能性がある
のではないか。 

個人が通知カードを紛失等した場合はどうす
るのか。 

当該個人の住民票を有する自治体へ報告する。 

海外留学や赴任する人に個人番号は振られる
か。 

①住民票があれば付番される。 
②平成27年10月の通知カード発行時点で海外に居
住しており、住民票も国内に無い場合、再び日本に
在住する場合は、住民登録時に付番される。 
③個人番号が通知された後に、海外留学や赴任が発
生した場合、日本国内の税・社会保障の申請がある
場合には、個人番号が利用される。 
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セミナーで受ける質問と回答② 
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質問 回答例 
未成年の対象者からマイナンバーの取得が必
要な場合、親の同意、身元確認はどのように
行うのが良いですか？また、そもそも未成年
者のマイナンバーを取得しても良いのか。 

アルバイトの源泉徴収事務等で未成年者で
あってもマイナンバーを利用しなくてはなり
ません。親の同意等は不要とされていますが、
事前に取得の案内をするなどの対応を推奨す
る。 

源泉徴収票が税務署に出ていて年金・健保に
加入していない企業や、雇用保険に加入して
いて年金・健保に加入していない企業を容易
に特定できるようになるのではないか。 

平成27年4月5日報道によれば、「2017年か
ら社会保険不加入の会社の割り出しを迅速に
おこない、加入の督促を行う」とあるので、
法人番号を利用した整理等は実施されると考
えられる。 

取得対象者からマイナンバーの提供を拒否さ
れた場合、どのように対応すればよいか。 

法定調書に記載しなくてはならないものなの
で、事業者から丁寧に説明し、個人番号を取
得してください。難しい場合には、法定調書
の提出先（税務署等）へ相談する。 

個人番号の取扱いで分からないことがあった
場合は、誰に聞けばよいか。 
 

①政府マイナンバー・コールセンターに聞く。 
0570-20-0178（平日9:30から17:30；土日
祝日、年末年始を除） 
②市町村のマイナンバー相談窓口に聞く。 
③委託している税理士や社会保険労務士へ相
談する。 
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事業者へ伝える９つのポイント 
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マイナンバーに向けた準備のポイント 

 マイナンバーを扱う担当者を決める。（担当者以外には取
り扱わせない。） 

 マイナンバーについての教育・研修を行う。 

 全従業員に対し、マイナンバーについての周知を行う。 

 利用目的をきちんと明示する。 

 帳簿等の管理は、施錠できる場所にしっかり保管する。 

 書類の廃棄は、シュレッダーなどで復元できないように処
分する。 

 のぞき見防止などの対応をする。（間仕切り、フィルター
など） 

 使用するパソコンにウィルス対策やセキュリティ対策を行
う。 

 事故などが起きた場合の連絡体制を作る。 
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ありがとうございました 
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問い合わせ先 
  JIPDEC 広報室   

E-mail：jipdec-info@jipdec.or.jp 

【ご参考】 
（URL） 
・社会保障と税番号制度（内閣官房） 
 http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/ 
・JIPDEC支援サイト 
 http://www.jipdec.or.jp/project/mynumber_support.html 
 
（書籍） 
・影島広泰著『マイナンバー制度への実務対応』（清文社） 
・榎並利博著『マイナンバー制度と企業の実務対応』（日本法令） 
・袖山喜久造『マイナンバー制度と企業の実務』（税務研究会出版局） 
・JIPDEC編『特定個人情報保護評価の進め方』（アマゾン・プリントオンデマンド） 
・瀬戸洋一他著 『プライバシー影響評価PIAと個人情報保護』（中央経済社） 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/
http://www.jipdec.or.jp/project/mynumber_support.html
http://www.jipdec.or.jp/project/mynumber_support.html

